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１Ｃ０３ 
テクノロジーアセスメントを教えるということ 

 
 

○吉澤剛，谷口武俊（東大） 
 
 

 
1. TA 教育の現状  

	 テクノロジーアセスメント（TA）は、先端技術に
関する意思決定支援アプローチである。この TA を
教育に取り入れた例として、中等教育では、参加型

TAの手法を利用した理科教材の開発と実践（福井・
石崎・後藤 2011; 内田 2015）がある。高等教育で
は、私立大学政策科学部における講義の一部で実施

されているほか（江間 2015）、大阪大学-京都大学連
携による人材育成プログラム「公共圏における科学

技術・教育研究拠点（STiPS）」でも TA の要素が含
まれたカリキュラムを持つ（Kamisato & Hosono 
2013）。九州大学では、大学院科目「科学技術社会論
概説」の受講生に対し、自己の研究の社会との接点

を意識させ、市民との科学コミュニケーションを通

して TA の機会を提供する「STS ステートメント」
という活動も行われている（小林 2016）。似た取り
組みとして、理系の博士課程学生に対し、自分の研

究の持つ社会的影響や政治的文脈、倫理的懸念など

について博論の一章に加えさせるアリゾナ州立大学

の「PhD+プログラム」が挙げられる。総合研究大
学院大学でも「科学と社会」教育プログラムにおけ

る取り組みが知られている（標葉ら 2014）。ポルト
ガルの新リスボン大学理工学部では 2009年から TA
の博士プログラムを開始している。英国議会科学技

術局（POST）は議会 TA機関の一つであるが、博士
課程学生をフェローとして 3ヶ月 TA に従事させて
おり、TAの実地教育と見ることもできる。 
	 TA のみならず、実務者倫理や生命倫理、ジェン
ダー、環境、倫理的・法的・社会的影響（ELSI）な
どを含む大きな傘で捉え直すべく、責任ある研究・

イノベーション（RRI）に関する高等教育について
の研究プロジェクト（HEIRRI）が欧州で始まってい
る。これは、理科／科学教育の現場では長らく STS
教育という名で知られているが、日本では STS（科
学・技術・社会）を通した理科教育が STS教育とし
て語られ、理科教育に包含されてきた（内田・鶴岡 
2014）。海外でも、STS教育は倫理的ジレンマや論争
を指摘するのみで、科学的課題が社会的な道徳・倫

理とどのように密接に関わっているかを熟慮してこ

なかったとされる（Zeidler, Sadler, Simmons & 
Howes 2005）。だが、TA（RRI, STS）教育において
は、畢竟、社会そのものを知る必要がある。この命

題に対し、大学院で TA の実践教育に挑んできた 7
年間の活動を振り返ってみたい。 

2. 講義概要  
	 東京大学における TAの教育は、2010年度夏学期
に「事例研究（環境・技術政策２）」（講師：城山英

明・谷口武俊・吉澤剛）という通期の講義（毎週 2
時限・3 時間半）が公共政策大学院で開講されたこ
とに遡る。もともとエネルギー・環境分野の事例に

限っていたが、より多様な技術分野を扱い、TA を
主題に据えるため、2012年度には「事例研究（テク
ノロジーアセスメント）」（2014 年度より講師は谷
口・吉澤）と名称を改める。これとともに、「科学技

術社会特論２」との共通講義とし、他専攻の学生も

集まる学際的な体制を整えた。2010年度は公共政策
の大学院生 8名による受講でスタートし、以後、毎
年 12名前後の受講生（履修生・聴講生）を迎えて現
在に至る。公共政策以外の専攻のうち、講師の一人

（谷口）が携わる工学系研究科の原子力国際専攻か

らの受講生が最も多く、それ以外にも航空宇宙や電

気、情報、生物、建築、公共健康医学、技術経営、

科学技術社会論と様々な専攻の大学院生が受講して

きたことが特徴である。 
	 講義では、まず、TA の考え方・手法・制度につ
いて、欧米の政府機関の事例や国内におけるプロジ

ェクトの事例を通して学習する。開講当初は、最初

の 4回ほど座学を行っていたが、徐々に回数を減ら
し、現在では 2回に絞っている。現在、初回の導入
で TA の概念や歴史、具体的なアプローチについて
概説し、第 2回では TA の実践例や方法論について
広く紹介している。また、講義初回には、参加者そ

れぞれから関心を示している技術分野や個別技術に

ついて表明してもらう。講師はこれをもとに、過去

の講義で取り組んだ技術との重複があまりないよう、

かつ、話題提供をお願いする研究者が見つけやすい

などの実務的な観点も考慮して、当該年度に受講生

が実施する TAのテーマの大枠 3〜4つを決定する。 
	 続いて、受講生は各グループに分かれ、先端技術

が導入される将来の社会像をミニ・シナリオプラニ

ングにより複数描く。グループごとに議論し、将来

社会において最も重要な分岐点（ブランチング・ポ

イント）を見極める。それから 2つの重要な分岐点
から派生する 4つの将来社会像を 2×2のマトリック
スとして描き、それぞれについてシナリオを作成す

る。2014年度に初めて取り組んだ際は、シナリオプ
ラニングの専門家（角和昌浩）を招聘し、ファシリ

テーションを行っていただいた。これを機に本講師
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陣もシナリオプラニングの講義設計を学び、2015年
度以降は受講生主体でのグループワークに切り替え、

グループでのファシリテーションも受講生自身に任

せることとした。現在は 2回分の講義を充てている。 
	 その後、受講生の関心に従って、現在研究が進め

られているいくつかの分野での先端技術を取り上げ、

当該技術の目標や研究開発の現状・見通しについて、

専門家から 2〜3回にわたって話題提供いただく。も
ともとは当該技術に携わる東大の研究者に打診して

いたが、2015年度からは国立研究開発法人産業技術
総合研究所（産総研）の協力を得て、同研究所を訪

問し、所属研究者からの話題提供を受ける機会を設

けた。研究者の選定にあたっては、受講生の関心も

考慮し、産総研で作成している研究カタログから技

術分野・課題をいくつか取り上げ、日程調整などを

含めて産総研側に依頼した。 
	 話題提供が終わると、いよいよ受講生は TA の事
例研究として取り組む技術テーマを選択する。基本

的に、それまでに専門家から話題提供のあった技術

が候補となるが、ある受講生が特別な関心を持って

おり、かつ、他の受講生も賛同した場合、それ以外

の技術を選択することもできる。例えば、「宇宙新輸

送システム」（2015 年度）はその一例である。各技
術テーマに対して 3〜4名を目処にチームを組み、以
後、グループワークとしてチームごとに自律的に行

動する。グループはできる限り受講生の希望に沿っ

てメンバーを割り当てるものの、人数が偏らないよ

う、また、必ずどのグループも文理と男女の混成メ

ンバーとなるように調整する。 
	 各チームでは、将来の社会に当該科学技術が導入

された場合の社会的影響や社会的含意を多面的に考

察し、TAを試行的に実践する。TAの結果は特定の
意思決定者（クライアント）を想定し、それに応じ

て対象とする技術も少しずつ変えていく。チームご

との中間発表を何度か行い、講師や他のチームから

の質疑やコメントに応答する。講義の最終回（第 14
回）には最終報告を実施し、各チームのプレゼン発

表と講師からの総評を行う。その後、7月下旬から 1
ヶ月ほどかけ、各チームはさらに専門家や政策実務

者ヘのインタビューや議論を重ね、最終報告書とし

て取りまとめて 8月下旬に講師に提出する。 
	 これまで最終報告書で対象とした技術と想定クラ

イアントは、表 1の通り。 
 

表 1.	これまでの対象技術	

年度	 対象技術	 想定クライアント	

2009	 燃料電池自動車（FCV）	 政策立案・決定者	

	 プルサーマルサイクル	 青森県議会	

	 バイオ燃料	 政策立案・決定者	

2010	 スマートグリッド技術

システム（特にスマート

メーター）	

国家戦略室	

	 二酸化酸素回収・貯留 東京都	

（CCS）技術	

	 電気自動車	 地方自治体	

（全国知事会）	

2011	 海洋深層水の複合利用

（温度差発電・淡水化・

海洋肥沃化）	

企業、地方自治体、金

融機関、保険会社	

	 ジオエンジニアリング

（特に成層圏エアロゾ

ル注入技術）	

専門家以外の人々	

	 使用済み核燃料の長寿

命核種の分離変換技術	

研究開発政策立案者	

	 洋上風力発電	 エネルギー政策立案

者（？）	

2012	 大規模無線通信技術

（M2M）	

内閣府 ICT共通基盤技

術検討 WG	

	 ジオエンジニアリング

（成層圏エアロゾル注

入技術、鉄散布による海

洋肥沃化）	

政策決定主体（環境

省、日本学術会議）	

	 航空製造技術（オープン

ローターエンジン）	

国土交通省航空局	

	 再生医療（角膜内皮）	 法規制の政策立案者	

	 メタンハイドレート開

発技術（探査・掘削・ガ

ス生産・環境）	

経済産業省	

2013	 自動運転技術	 IT 総合戦略本部	

	 Brain-Machine	

Interface（BMI）	

政策推進者、BMI 機器

製造メーカー	

	 大規模シミュレーショ

ン技術（統合技術）	

国民	

2014	 導電性テザー	 内閣府宇宙戦略室	

	 人の行動を変化させる

VR	

VR 技術に関わるメー

カー	

	 グラス型ウェアラブル

デバイスと拡張現実	

内閣府総合科学技術

会議 ICT-WG	

2015	 インビジブルビジョン	 産業技術総合研究所	

	 宇宙新輸送システム（ロ

ケット・宇宙港・オペレ

ーション）	

経済産業省製造産業

局航空機武器宇宙産

業課宇宙産業室	

	 観光 VR	 観光 PR を行っている

市町村	

	 ニューロコミュニケー

ター	

技術開発・研究の専門

家	

2016	 医療用人工知能	 厚生労働省医政局	

	 自動翻訳技術	 経済産業省（？）	

	 ウェアラブル IoT	 （？）	

 
3. 最終報告書とその評価  

	 講義では、報告書の標準的な構成として以下のよう

な流れを例示している。 
① 社会的背景やこのテーマを取り上げた趣旨を説

明する 
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② 現在までにわかっている技術的《事実》を記述す

る 
③ 将来の技術のあり方や、そうした技術の社会に及

ぼす影響について多様な《見解》を紹介する 
④ それぞれの見解を整理してもっともらしい複数

の方向性を展望する（複数の政策提案を示す） 
 
	 これまでの経験では、多くのチームでは②の技術的

記述に紙面を割く傾向がある。これは理工系学生にと

って書きやすい部分であると同時に、文系学生にとっ

ても、自分が当該技術について理解したことは書きた

いという欲求の現れと見ることができる。①について

は、チームのテーマとなった技術を所与のものとして

しまい、ことさらそれを取り上げる社会的意義を説明

しないことがある。また、それに伴って想定クライア

ントも往々にして曖昧にされがちである。③について

は、ステークホルダーごとに見解をまとめるという手

法が一般的であるが、しばしば単純化された見方に陥

り、話題提供を受けた専門家やインタビュイーの意見

に強く影響されたり、将来出現するステークホルダー

や想定クライアント自身の相対的位置づけを見落とし

たりすることが多い。 
	 ④は最も難しく、複数の方向性や政策選択肢を提示

していても、ともすれば、その幅が非常に狭くなって

しまう。また、公共政策大学院の講義として開始され

た経緯から、将来の技術や社会の深堀というよりは、

現行政策の見直しに向けた政策分析という側面が強く

表れることもあった（馬渕・森林 2011）。想定クライ
アントの意向だけに阿ると「適切な距離」が測れず、

技術や社会の発展をリニアと捉えて短期的な問題の解

決に注力してしまうのでは、TA としての本質を見失
うおそれがある。ミニ・シナリオプラニングを導入し

たのはこれを改善する目的であり、まずは先端技術抜

きに考えて、受講生の自由な発想で将来の社会のあり

方と最も重要な分岐点を見極めさせる。そこで描いた

4 つの将来社会像は、どちらかというと TA の実施に
向けた地ならし、もしくは頭の体操であり、最終報告

書に必ずしも直接的に役立てるわけではない。 
	 これまでは、単一の技術や技術システムから問題関

心を進めた TAがほとんどであるが、「人の行動を変化
させる VR」（2014年度）のように課題から技術に迫る
試みもある。また、「インビジブルビジョン」（2015年
度）のように、赤外線カラー暗視カメラという出発点

を大きく越えて、インビジブルビジョンという概念の

再定義と、新たなシナリオ作成、それらに基づく複合

的な社会技術システムの再構成、という意欲的な挑戦

も見られる。 
	 優れた最終報告書は、講師の査読コメントに応じた

内容の修正と、インタビュイーに対する公開の了解を

得た上で、ポリシーリサーチペーパーとして東京大学

公共政策大学院のホームページに掲載し社会に発信す

る。表 1 の網かけで示す通り、これまでに掲載された
報告書は 6 つである。ポリシーリサーチペーパーの代

わりに、専門の研究者を加えて学会発表を行った事例

もある（高橋・広瀬・川村・金子・杉山 2012）。この
ほか、ポリシーリサーチペーパーとして推薦されなが

ら、様々な理由によって最終報告書の修正・確認まで

到達せずに断念したチームもいくつかあった。 
	 優秀な評価を受けたチームは、文献やインタビュー

をもとにして「どれだけ自分たちで考えたか」という

ところが報告書の重要な箇所に反映されている。たと

えば、社会的影響に関して SF 的な想像を働かせて描
いた導電性テザー（青柳・松山・渡辺 2014）や、課題
を俯瞰するために実現されるサービスを分類した

M2M（谷口・大久保 2013）、対象技術をシステム全体
に再定義した宇宙新輸送システム（坂井・中南・古川・

金井 2015）など。また、時宜性も評価要素となる。自
動運転技術（浜本・樋口・羅 2013）では、報告書の提
出直後に政財界による動きが慌ただしくなったことも

あり、報告書の潜在的な影響力が評価された。 
	 インビジブルビジョンの事例（石黒・白木・田中 2016）
では、想定クライアントが産総研であったため、ポリ

シーリサーチペーパーの完成後、チームメンバーと講

師は再び産総研を訪問し、安全科学研究部門が主催す

る部門交流会にて TA の結果を報告、かつて話題提供
をいただいた研究者を含めた参加者からのフィードバ

ックをもらった。産総研で開発した赤外線カラー暗視

カメラの実用化を進めるベンチャー企業の経営者から

は、非常に斬新な発想の内容であり、強い関心を持っ

た旨の講評があり、想定ではなく、実際のクライアン

トとして影響を持ちうる TA が実施できたことについ
て、学生・講師ともども感慨を深くした。 
	 優れた TA を実施したチームの特徴は、以下の 3 つ
にまとめられる。 
（1）	 対象技術を独自の視点で整理・分類し、複数

の技術の組み合わせやそれに伴うリスク・ベ

ネフィットの複合的なトレードオフ構造とい

ったシステム的発想を持つこと 
（2）	 早めに想定クライアントを確定し、インタビ

ュー等による接触を通じて、想定クライアン

トの知識や関心に沿って対象技術を絞るとと

もに、幅広い読み手（アドレシー）を意識し

たストーリーを構成すること 
（3）	 自分たちの先入観や既存の知識・学習スタイ

ルに囚われず、チーム内外の多様な関係者と

幅広く議論・意見交換して積極的に内容をス

クラップ・アンド・ビルドしていくこと 
 
4. 考察  

	 TA の教育にあたっては、その実践を通して体得
することが最も重要である。座学の講義を減らし、

ミニ・シナリオプラニングを導入したことは、受講

生によるアンラーニング（学びほぐし）からのアク

ティブ・ラーニングにつながり、将来の社会技術シ

ステムを展望するとともに、チームビルディングの

機会を早期に与えた点で大変良い試みだと考える。
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また、TA 研究にとっても、戦略的知性や未来志向
の技術分析（FTA）の理念と通底し、フォーサイト
と TA との有機的な連動が教育の場で実現している
ことは特筆してよい。 
	 その一方で、講義後半部でグループワークが主体

になったとき、チーム内で性別や専攻、経歴などの

多様性が十分確保されていれば比較的問題はないが、

そうでない場合、講師側がどのように受講生に気づ

きを与えるかが重要となってくる。2011 年度から
TAについての国内外文献リストを受講生に配布し、
その中から選択した文献の概要と所感を報告させる

レビューを課してきた。また、2012年度からは各年
度受講生および講師をグループとしたメーリングリ

スト（ML）を作成し、次回講義の内容や宿題など
を随時案内するとともに、受講生からの質問やコメ

ントも受け付けた。2016年度は簡素化のため、文献
レビューと ML作成を省略したが、受講生が TAに
対する理解と意識を高める機会を減らしてしまった

可能性もある。 
	 2012〜15 年度に公共政策大学院の受講生を対象
にした授業評価アンケート結果によると、授業内容

の理解・消化は二極化しており、学際的なグループ

ワークを評価する声がある一方、TA のやり方につ
いての細やかな指導など、授業の質や量を向上させ

てほしいという要望もあった。また、シナリオプラ

ニングが長く、早く TA のチーム分けをしてほしか
ったというコメントも見られた。 
	 今後はこうした反省や評価を踏まえつつ、産総研

にとどまらず、他の具体的な想定クライアントにア

プローチし、時宜に適った技術テーマを掘り下げて

いきたい。これにより、本講義における TA の実践
を通じて社会的意思決定を支援するとともに、成果

を広く社会に発信できると考えられる。教育として

閉じずに社会に向かう姿勢を示しつづけてこそ、TA
がその教育的価値を最も発揮するだろう。 
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